
【行財政基盤強化戦略】 



「活力みなぎる山口県」の実現 ～行財政基盤強化戦略関連要望～ 

                                    
                                             
   

新たな県政運営に必要な地方税財源の確保について 
                       《総務省》 

提
案
・要
望 

現状 課題・問題点 

 

・国の経済・財政再生計画において、地方行財政改革が歳出改革の重 
  点分野とされ、別枠加算や歳出特別枠といった特別措置の危機対応  
  モードから平時モードへの切替えや、交付税の単位費用を先進的な 
 自治体に合わせる仕組みの導入が示されるなど、地方創生を進めて 
 いる中で、地方が必要とする一般財源総額の確保が懸念される状況 
 
 
・法人実効税率20％台を目指して引下げを継続 
・自動車取得税を消費税率10％への引上げ時に廃止 
・税源の偏在是正を図るため、法人住民税法人税割の交付税原資化を
さらに進めるとともに、他の偏在是正措置を講ずるなど幅広く検討 
・地方法人課税の分割基準のあり方等について検討 

・教職員を中心に、平成28年度以降も引き続き退職者が増加すること    
  に伴い、退職手当額の負担が増大 

１ 地方の一般財源総額の確保 
 ○ 増嵩する社会保障経費等の地方財政計画への的確な反映 

 ○ 標準団体が必要とする経費を基本に、条件不利地域のコスト差を補正により的確に反映する現行の交付税算定の堅持 

 ○ 法人税改革や車体課税の見直し等に係る代替財源の確保、地域間の税源の偏在是正及び地方法人課税における分割基準の見直し     

・測定単位（人口）の減少に伴い、地方交付税が大幅に減額  

  → 従来費目の交付税算定において、人口減少対策に係る所要一般  
   財源を確保するための補正措置の拡充が必要 

２ 人口減少対策に必要な財源の確保  
 ○ 従来費目に係る地方交付税の算定において、測定単位（人口）が減少した場合にも、人口減少対策に係る所要一般財源を確保するため     

       の補正措置の拡充 

３ 退職手当債制度 （Ｈ２７までの特例措置） の延長 

・Ｈ27までの特例措置とされている退職手当債制度の延長が必要 

 
・法人税改革や車体課税の見直し等に係る代替財源の確保等 

  → 法人実効税率の引下げや自動車取得税の廃止に当たっては、              
       代替財源の確保が必要 

  → 引き続き地域間の税源の偏在是正を進めることが必要 

  → 製造業の事業規模をより反映した分割基準の検討が必要 
  

・過疎地域・離島等の条件不利地域では、構造的に行政コストが高い 

  → 単位費用は、人口・地理的条件等が平均的な地方団体を標準団 
       体として算出し、その上で条件不利地域のコスト差を補正により 
         的確に反映する現行の交付税算定の堅持が必要 

地方財政全体 

地方税関係 

地方債関係 
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警察

教育

地方財政計画

（単位 億円）

山口県（左軸）

（右軸）

地方交付税 

法定率算入分等 

 
（425.8億円※） 

法
人
県
民
税 

参 考 資 料 

○山口県法人税・法人二税関連の歳入状況（平成27年度当初予算額） 

※H27地方財政計画における交付税額（出口ベース）に占める法人税及び地方法
人税算入分の割合（24.56％）を用いて試算。 

○人口1人当たり地方法人二税収額の指数（平成25年度決算額） 
（全国計を100とした場合） 

地方法人 

特別譲与税 

 
（234.1億円） 

法人事業税 

 
（293.3億円） 

（68.1億円） 
※東京都と山口県の都道府県税額での比較。ただし東京都が特別区
において都税として徴収した市町村民税相当分は控除。 

法人事業税 

法人県民税 

自動車税 
法人事業税 

○人口減少に伴う地方交付税への影響（人口を測定単位とするもの） ○退職手当額の推移・将来推計 

国勢調査
人口切替

国勢調査
人口切替

Ｈ26 Ｈ31Ｈ24 Ｈ29 Ｈ30

(1年目)(2年目)

Ｈ32Ｈ22 Ｈ23 Ｈ25 Ｈ27 Ｈ28

(3年目)(4年目)(5年目)(3年目)(4年目)(5年目)(1年目)(2年目)

既存の緩和措置

※段階的に縮小

▲11億円

交付税

減 額

交付税

減 額

▲８億円

▲８億円

既存の緩和措置

※段階的に縮小

H22→32

▲27億円

※地方財政計画について、H28は仮試算ベース 
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